
 ニッポン・ニュー・マーケット－「ヘラクレス」 
平成 16年６月 28日

各位 

大阪市中央区瓦町三丁目5番7号 

株式会社アドバンスクリエイト                

代表取締役社長 濱田 佳治                

（コード番号 8798） 

（連絡先）執行役員経営管理本部長 千田吉裕

電話 06-6204-1193 

 
平成１６年９月期 中間決算短信（連結）の添付資料及び 

平成１６年９月期 中間個別財務諸表の概要の添付資料の一部訂正について 
 
 平成16年５月19日に発表致しました「平成16年９月期決算短信（連結）」の添付資料及び「平成
16年９月期個別中間財務諸表の概要」の添付資料について、一部誤りがありましたので、下記のと
おり訂正いたします。なお、平成16年９月期の業績予想への影響はございません。 
 

記
 
訂正内容（訂正箇所には下線を付してあります。）
 
１． 連結 １３ページ ４．中間連結財務諸表等 ②【中間連結損益計算書】 

（訂正前） 

  
前中間連結会計期間 

（自 平成14年10月１日 
至 平成15年３月31日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成15年10月１日 
至 平成16年３月31日） 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 

（自 平成14年10月１日 
至 平成15年９月30日） 

区分 注記 
番号 金額（千円） 百分比

（％） 金額（千円） 百分比
（％） 金額（千円） 百分比

（％）

Ⅰ 売上高 ※１  1,406,235 100.0 1,499,463 100.0  3,047,550 100.0

Ⅳ 営業外収益    

１．受取利息  8 1 13 

２．その他  4,912 4,920 0.4 6,260 6,261 0.4 9,240 9,254 0.3

 

（訂正後） 

  
前中間連結会計期間 

（自 平成14年10月１日 
至 平成15年３月31日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成15年10月１日 
至 平成16年３月31日） 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 

（自 平成14年10月１日 
至 平成15年９月30日） 

区分 注記 
番号 金額（千円） 百分比

（％） 金額（千円） 百分比
（％） 金額（千円） 百分比

（％）

Ⅰ 売上高 ※１  1,406,235 100.0 1,499,463 100.0  3,047,550 100.0

Ⅳ 営業外収益    

１．受取利息  8 1 13 

２．業務受託手数料  4,281 3,535 8,091 

３．その他  630 4,920 0.4 2,725 6,261 0.4 1,149 9,254 0.3

 

－  － 
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２． 連結 ２０ページ ４．中間連結財務諸表等 注記事項 （中間連結損益計算書関係） 

（訂正前） 

前中間連結会計期間 
（自 平成14年10月１日 
至 平成15年３月31日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成15年10月１日 
至 平成16年３月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成14年10月１日 
至 平成15年９月30日） 

※１ 売上高のうち、保険代理店事業に係る

手数料収入は、677,497千円、広告代

理店事業に係る広告料収入は、

728,737千円であります。 

※１ 売上高のうち、保険代理店事業に係る

手数料収入は、856,186千円、広告代

理店事業に係る広告料収入は、

622,470千円であります。 

※１ 売上高のうち、保険代理店事業に係る

手数料収入は1,801,418千円、広告代

理店事業に係る広告料収入1,183,183

千円であります。 

 

（訂正後） 

前中間連結会計期間 
（自 平成14年10月１日 
至 平成15年３月31日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成15年10月１日 
至 平成16年３月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成14年10月１日 
至 平成15年９月30日） 

※１ 売上高のうち、保険代理店事業に係る

手数料収入は、658,463千円、広告代

理店事業に係る広告料収入は、

728,737千円であります。 

※１ 売上高のうち、保険代理店事業に係る

手数料収入は、856,186千円、広告代

理店事業に係る広告料収入は、

622,470千円であります。 

※１ 売上高のうち、保険代理店事業に係る

手数料収入は1,801,418千円、広告代

理店事業に係る広告料収入1,183,183

千円であります。 

 

－  － 
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３． 連結 ２２ページ ４．中間連結財務諸表等 注記事項 （リース取引関係） 

（訂正前） 

前中間連結会計期間 
（自 平成14年10月１日 
至 平成15年３月31日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成15年10月１日 
至 平成16年３月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成14年10月１日 
至 平成15年９月30日） 

リース物件の所有権が借主に移転すると認め
られるもの以外のファイナンス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転すると認め
られるもの以外のファイナンス・リース取引

リース物件の所有権が借主に移転すると認め
られるもの以外のファイナンス・リース取引

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償
却累計額相当額及び中間期末残高相当
額 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償
却累計額相当額及び中間期末残高相当
額 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償
却累計額相当額及び期末残高相当額 

 

 

取得価
額相当
額 
(千円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(千円)

中間期
末残高
相当額 
(千円) 

車両運搬具 4,179 3,599 580 

工具器具備品 85,131 18,604 66,527 

ソフトウェア 11,095 4,594 6,500 

合計 100,407 26,798 73,608 
  

 

 

取得価
額相当
額 
(千円)

減価償
却累計
額相当
額 
(千円)

中間期
末残高
相当額
(千円)

車両運搬具 4,395 976 3,418

工具器具備品 113,365 37,047 76,317

ソフトウェア 10,350 5,895 4,455

合計 128,110 43,919 84,191
  

 

 

取得価
額相当
額 
(千円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(千円)

期末残
高相当
額 
(千円)

車両運搬具 8,575 4,424 4,150

工具器具備品 88,884 27,253 61,630

ソフトウェア 11,095 5,555 5,540

合計 108,555 37,233 71,322
  

(3）支払リース料、減価償却費相当額及び
支払利息相当額 

(3）支払リース料、減価償却費相当額及び
支払利息相当額 

(3）支払リース料、減価償却費相当額及び
支払利息相当額 

 
支払リース料 9,686千円

減価償却費相当額 9,221千円

支払利息相当額 634千円
  

 
支払リース料 12,687千円

減価償却費相当額 12,165千円

支払利息相当額 840千円
  

 
支払リース料 20,988千円

減価償却費相当額 19,866千円

支払利息相当額 1,441千円
  

 

（訂正後） 

前中間連結会計期間 
（自 平成14年10月１日 
至 平成15年３月31日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成15年10月１日 
至 平成16年３月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成14年10月１日 
至 平成15年９月30日） 

リース物件の所有権が借主に移転すると認め
られるもの以外のファイナンス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転すると認め
られるもの以外のファイナンス・リース取引

リース物件の所有権が借主に移転すると認め
られるもの以外のファイナンス・リース取引

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償
却累計額相当額及び中間期末残高相当
額 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償
却累計額相当額及び中間期末残高相当
額 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償
却累計額相当額及び期末残高相当額 

 

 

取得価
額相当
額 
(千円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(千円)

中間期
末残高
相当額 
(千円) 

車両運搬具 4,179 3,599 580 

工具器具備品 85,131 18,604 66,527 

ソフトウェア 11,095 4,594 6,500 

合計 100,407 26,798 73,608 
  

 

 

取得価
額相当
額 
(千円)

減価償
却累計
額相当
額 
(千円)

中間期
末残高
相当額
(千円)

車両運搬具 4,395 976 3,418

工具器具備品 113,365 36,081 77,283

ソフトウェア 10,350 5,895 4,455

合計 128,110 42,953 85,157
  

 

 

取得価
額相当
額 
(千円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(千円)

期末残
高相当
額 
(千円)

車両運搬具 8,575 4,424 4,150

工具器具備品 88,884 27,253 61,630

ソフトウェア 11,095 5,555 5,540

合計 108,555 37,233 71,322
  

(3）支払リース料、減価償却費相当額及び
支払利息相当額 

(3）支払リース料、減価償却費相当額及び
支払利息相当額 

(3）支払リース料、減価償却費相当額及び
支払利息相当額 

 
支払リース料 9,686千円

減価償却費相当額 9,221千円

支払利息相当額 634千円
  

 
支払リース料 12,687千円

減価償却費相当額 12,165千円

支払利息相当額 840千円
  

 
支払リース料 21,170千円

減価償却費相当額 20,029千円

支払利息相当額 1,478千円
  

 

－  － 
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４． 連結 ２５～２６ページ ４．中間連結財務諸表等 注記事項 （１株当たり情報）  
（訂正前） 

前中間連結会計期間 
（自 平成14年10月１日 
至 平成15年３月31日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成15年10月１日 
至 平成16年３月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成14年10月１日 
至 平成15年９月30日） 

  
１株当たり純資産額 9,742円45銭

１株当たり中間純損失 1,987円39銭

潜在株式調整後１株当た
り中間純利益金額 

－ 

 

  
１株当たり純資産額 12,024円03銭

１株当たり中間純損失 3,328円52銭

潜在株式調整後１株当た
り中間純利益金額 

－ 

  

  
１株当たり純資産額 15,352円55銭

１株当たり当期純利益 3,622円70銭

潜在株式調整後１株当た
り純利益金額 

3,587円95銭

  

 （注） １株当たり中間純損失金額、１株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎
は、以下のとおりであります。 

 
前中間連結会計期間 

(自 平成14年10月１日 
至 平成15年３月31日)

当中間連結会計期間 
(自 平成15年10月１日 
至 平成16年３月31日) 

前連結会計年度 
(自 平成14年10月１日 
至 平成15年９月30日)

１株当たり中間（当期）純利益金額    

①商法第280条ノ20及び第
280条ノ21の規定に基づ
くストックオプション 
新株予約権 5,123個 

①平成13年12月21日定時株主
総会決議によるストックオ
プション 
（株式の数1,346株） 

平成13年12月21日定時株
主総会決議分新株予約権
1,346株 
（平成15年９月30日現在
残高） 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調

整後１株当たり中間（当期）純利益の算

定に含めなかった潜在株式の概要 

②旧商法280条ノ19の規定
に基づくストックオプ
ション 
普通株式  1,662株 

②平成14年12月20日定時株主
総会決議、平成15年1月13
日取締役会決議によるス
トックオプション 
（株式の数4,253株） 

 

 

（訂正後） 
前中間連結会計期間 

（自 平成14年10月１日 
至 平成15年３月31日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成15年10月１日 
至 平成16年３月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成14年10月１日 
至 平成15年９月30日） 

  
１株当たり純資産額 9,742円45銭

１株当たり中間純損失 1,987円39銭

潜在株式調整後１株当た
り中間純利益金額 

－ 

 

  
１株当たり純資産額 12,024円03銭

１株当たり中間純損失 3,328円52銭

潜在株式調整後１株当た
り中間純利益金額 

－ 

  

  
１株当たり純資産額 15,352円55銭

１株当たり当期純利益 3,622円70銭

潜在株式調整後１株当た
り純利益金額 

3,587円95銭

  

 （注） １株当たり中間純損失金額、１株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎
は、以下のとおりであります。 

 
前中間連結会計期間 

(自 平成14年10月１日 
至 平成15年３月31日)

当中間連結会計期間 
(自 平成15年10月１日 
至 平成16年３月31日) 

前連結会計年度 
(自 平成14年10月１日 
至 平成15年９月30日)

１株当たり中間（当期）純利益金額    

①商法第280条ノ20及び第
280条ノ21の規定に基づ
くストックオプション 
新株予約権 5,123個 

①平成13年12月21日定時株主
総会決議によるストックオ
プション 
（株式の数1,346株） 

平成13年12月21日定時株
主総会決議分新株予約権
1,346株 
（平成15年９月30日現在
残高） 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調

整後１株当たり中間（当期）純利益の算

定に含めなかった潜在株式の概要 

②旧商法280条ノ19の規定
に基づくストックオプ
ション 
普通株式  1,662株 

②平成14年12月20日定時株主
総会決議、平成15年1月31
日取締役会決議によるス
トックオプション 
（株式の数4,253株） 

 

 

－  － 
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５． 個別 ３６ページ １．個別中間財務諸表等 注記事項 （リース取引関係）  
（訂正前） 

前中間会計期間 
（自 平成14年10月１日 
至 平成15年３月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成15年10月１日 
至 平成16年３月31日） 

前事業年度 
（自 平成14年10月１日 
至 平成15年９月30日） 

リース物件の所有権が借主に移転すると認め
られるもの以外のファイナンス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転すると認め
られるもの以外のファイナンス・リース取引

リース物件の所有権が借主に移転すると認め
られるもの以外のファイナンス・リース取引

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償
却累計額相当額及び中間期末残高相当
額 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償
却累計額相当額及び中間期末残高相当
額 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償
却累計額相当額及び期末残高相当額 

 

 

取得価
額相当
額 
(千円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(千円)

中間期
末残高
相当額 
(千円) 

車両運搬具 4,179 3,599 580 

工具器具備品 85,131 18,604 66,527 

ソフトウェア 11,095 4,594 6,500 

合計 100,407 26,798 73,608 
  

 

 

取得価
額相当
額 
(千円)

減価償
却累計
額相当
額 
(千円)

中間期
末残高
相当額
(千円)

車両運搬具 4,395 976 3,418

工具器具備品 113,365 37,047 76,317

ソフトウェア 10,350 5,895 4,455

合計 128,110 43,919 84,191
  

 

 

取得価
額相当
額 
(千円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(千円)

期末残
高相当
額 
(千円)

車両運搬具 8,575 4,424 4,150

工具器具備品 88,884 27,253 61,630

ソフトウェア 11,095 5,555 5,540

合計 108,555 37,233 71,322
  

(3）支払リース料、減価償却費相当額及び
支払利息相当額 

(3）支払リース料、減価償却費相当額及び
支払利息相当額 

(3）支払リース料、減価償却費相当額及び
支払利息相当額 

 
支払リース料 9,686千円

減価償却費相当額 9,221千円

支払利息相当額 634千円
  

 
支払リース料 12,687千円

減価償却費相当額 12,165千円

支払利息相当額 840千円
  

 
支払リース料 20,988千円

減価償却費相当額 19,866千円

支払利息相当額 1,441千円
  

 

（訂正後） 

前中間会計期間 
（自 平成14年10月１日 
至 平成15年３月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成15年10月１日 
至 平成16年３月31日） 

前事業年度 
（自 平成14年10月１日 
至 平成15年９月30日） 

リース物件の所有権が借主に移転すると認め
られるもの以外のファイナンス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転すると認め
られるもの以外のファイナンス・リース取引

リース物件の所有権が借主に移転すると認め
られるもの以外のファイナンス・リース取引

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償
却累計額相当額及び中間期末残高相当
額 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償
却累計額相当額及び中間期末残高相当
額 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償
却累計額相当額及び期末残高相当額 

 

 

取得価
額相当
額 
(千円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(千円)

中間期
末残高
相当額 
(千円) 

車両運搬具 4,179 3,599 580 

工具器具備品 85,131 18,604 66,527 

ソフトウェア 11,095 4,594 6,500 

合計 100,407 26,798 73,608 
  

 

 

取得価
額相当
額 
(千円)

減価償
却累計
額相当
額 
(千円)

中間期
末残高
相当額
(千円)

車両運搬具 4,395 976 3,418

工具器具備品 113,365 36,081 77,283

ソフトウェア 10,350 5,895 4,455

合計 128,110 42,953 85,157
  

 

 

取得価
額相当
額 
(千円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(千円)

期末残
高相当
額 
(千円)

車両運搬具 8,575 4,424 4,150

工具器具備品 88,884 27,253 61,630

ソフトウェア 11,095 5,555 5,540

合計 108,555 37,233 71,322
  

(3）支払リース料、減価償却費相当額及び
支払利息相当額 

(3）支払リース料、減価償却費相当額及び
支払利息相当額 

(3）支払リース料、減価償却費相当額及び
支払利息相当額 

 
支払リース料 9,686千円

減価償却費相当額 9,221千円

支払利息相当額 634千円
  

 
支払リース料 12,687千円

減価償却費相当額 12,165千円

支払利息相当額 840千円
  

 
支払リース料 21,170千円

減価償却費相当額 20,029千円

支払利息相当額 1,478千円
  

 

－  － 
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－  － 
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６． 個別 ３７ページ １．個別中間財務諸表等 注記事項 （１株当たり情報）  
（訂正前） 

前中間会計期間 
（自 平成14年10月１日 
至 平成15年３月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成15年10月１日 
至 平成16年３月31日） 

前事業年度 
（自 平成14年10月１日 
至 平成15年９月30日） 

  
１株当たり純資産額 9,535円71銭

１株当たり中間純損失 2,189円63銭

潜在株式調整後１株当た
り中間純利益金額 

－ 

  

  
１株当たり純資産額 11,801円93銭

１株当たり中間純損失 3,480円60銭

潜在株式調整後１株当た
り中間純利益金額 

－ 

  

  
１株当たり純資産額 15,282円53銭

１株当たり当期純利益 3,557円20銭

潜在株式調整後１株当た
り純利益金額 

3,523円08銭

 

 （注） １株当たり中間純損失金額、１株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎
は、以下のとおりであります。 

 
前中間会計期間 

(自 平成14年10月１日 
至 平成15年３月31日)

当中間会計期間 
(自 平成15年10月１日 
至 平成16年３月31日) 

前事業年度 
(自 平成14年10月１日 
至 平成15年９月30日)

１株当たり中間（当期）純損失金額    

①商法第280条ノ20及び第
280条ノ21の規定に基づ
くストックオプション 
新株予約権 5,123個 

①平成13年12月21日定時株主
総会決議によるストックオ
プション 
（株式の数1,346株） 

平成13年12月21日定時株
主総会決議分 

新株予約権1,346株 
（平成15年９月30日現在
残高） 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調
整後１株当たり中間（当期）純利益の算
定に含めなかった潜在株式の概要 

②旧商法280条ノ19の規定
に基づくストックオプ
ション 
普通株式  1,662株 

②平成14年12月20日定時株主
総会決議、平成15年1月13
日取締役会決議によるス
トックオプション 
（株式の数4,253株） 

 

 

（訂正後） 
前中間会計期間 

（自 平成14年10月１日 
至 平成15年３月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成15年10月１日 
至 平成16年３月31日） 

前事業年度 
（自 平成14年10月１日 
至 平成15年９月30日） 

  
１株当たり純資産額 9,535円71銭

１株当たり中間純損失 2,189円63銭

潜在株式調整後１株当た
り中間純利益金額 

－ 

  

  
１株当たり純資産額 11,801円93銭

１株当たり中間純損失 3,480円60銭

潜在株式調整後１株当た
り中間純利益金額 

－ 

  

  
１株当たり純資産額 15,282円53銭

１株当たり当期純利益 3,557円20銭

潜在株式調整後１株当た
り純利益金額 

3,523円08銭

 

 （注） １株当たり中間純損失金額、１株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎
は、以下のとおりであります。 

 
前中間会計期間 

(自 平成14年10月１日 
至 平成15年３月31日)

当中間会計期間 
(自 平成15年10月１日 
至 平成16年３月31日) 

前事業年度 
(自 平成14年10月１日 
至 平成15年９月30日)

１株当たり中間（当期）純損失金額    

①商法第280条ノ20及び第
280条ノ21の規定に基づ
くストックオプション 
新株予約権 5,123個 

①平成13年12月21日定時株主
総会決議によるストックオ
プション 
（株式の数1,346株） 

平成13年12月21日定時株
主総会決議分 

新株予約権1,346株 
（平成15年９月30日現在
残高） 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調
整後１株当たり中間（当期）純利益の算
定に含めなかった潜在株式の概要 

②旧商法280条ノ19の規定
に基づくストックオプ
ション 
普通株式  1,662株 

②平成14年12月20日定時株主
総会決議、平成15年1月31
日取締役会決議によるス
トックオプション 
（株式の数4,253株） 

 

 

以 上 


